
 

 

事業主・労働者の皆様へ 

 

 

当署では、第 12 次労働災害防止計画（平成 25 年度から 29 年度の 5か年計画）に基づき、

労働災害の減少への取組を進める一方で、発生した労働災害に対しては、迅速で適正な労災

保険による給付に努めています。 

しかしながら、被災された労働者の方について、 

「大したケガではないと思って当初は健康保険証で治療していたが、回復に時間が掛

かり、治療費がかさむばかりか職場復帰できず、翌月から給与が出ない（払えない）。」 

といったように、途中で労災保険に切り替えたいとの相談が毎年、寄せられています。 

こうしたケースでは、受診医療機関には「自宅でケガをしたように伝えている」など、被

災直後から間違った処理がなされ、正しい手続きに改めるには、別紙のリーフレットのよう

に、医療機関に対して治療費の全額を一時的に支払っていただくといった負担が生じてしま

うばかりか、本来なら災害の発生状況やその後の治療・休業補償といったことについて、早

い段階で判断して被災者の方にも安心していただけたものが、かなりの時間の経過後に調査

しなければならないこととなり、被災者の方はもちろん、事業主等への負担も大きなものと

なってしまいます。 

すなわち、労働災害であるものについては、 

① 受診時には正しい発生状況を医療機関に説明 

② 医療機関に対して所定の手続きで行う（労災指定の医療機関の場合には 5 号様式

を提出するなど） 

③ 休業 4日以上が確認された段階で速やかに労働者死傷病報告を監督署に提出する 

など、適正な手続きを行ってください。 

 

「災害があったことを伝えにくい。」などと思って間違った処理をする方が、後々、処理

を難しくします。監督署では再発防止の対策や責任の所在の観点から立入調査等が必要とな

ることもありますので、適正な手続きをお願いいたします。 

また、事務手続きが難しくてよく分からない、労働者性に疑義があるといった場合には、

早めに監督署にお電話ください。 

 

 

平成 29 年 9 月 

 

徳山労働基準監督署 

☎0834-21-1788（担当 労災課） 

 

労災保険制度に関するご質問は、 

「労災保険相談ダイヤル」0570-006031（土日祝日を除く 9時～17 時） 

でもお答えしていますのでご利用ください。 

 

 



労働災害が発生した時の諸手続きについて 

○就業中又は通勤中に災害が発生したときの手続きの概要 

 手続き 休業なし 
休業１日
～3日 

休業4日
以上 

様式 提出先 

労
災
保
険
請
求 

治療費及び薬剤費 
（労災指定医療機関等で療養を

受けるとき）※原則として無償で

受けられます。 

就業中 ○ ○ ○ 様式 5号 
医療機関 
薬局等 

通勤中 ○ ○ ○ 様式 16 号の 3 

治療費及び薬剤費 
(労災指定医療機関等以外で療養

を受けるとき）※いったん治療費

を負担していただきますが、その

費用が支給されます。 

就業中 ○ ○ ○ 様式 7号 

監督署 

通勤中 ○ ○ ○ 様式 16 号の 5 

休業(補償) 
（療養のため労働することがで

きず、賃金を受けられないとき） 

就業中 ― 
― 

(事業者負担) 
○ 様式 8号 

監督署 

通勤中 ― ― ○ 様式 16 号の 6 

労働者死傷病報告 

（就業中の災害等で労働者が休業

したとき）※労災保険請求の有無に

関わらず、報告が必要です。 

就業中 ― ② ① 
①様式 23号 

②様式 24号 
監督署 

通勤中 ― ― ― ― ― 

≪労災保険請求に係る留意事項≫ 

(1) 労災保険の給付内容や請求手続きは上記以外にも多岐にわたっていますので、ご不明な点に

つきましては、ご遠慮なくお尋ねください。 
  

   手続き・給付内容の一部例： ①病院を変更したとき ②後遺障害が残ったとき  

                 ③亡くなられたとき  ④治療用装具費 
 

(2) 交通事故など労災保険給付の原因が第三者の行為によって生じた場合には、別に手続きが必

要となります。第三者から労災保険給付と同一事由による損害賠償（治療費、休業補償等）を受

領されているときは、労災保険給付からその額が控除されます。 

(3) 労災指定医療機関等（労災指定病院や薬局等）で受診又は投薬を受けた場合、治療費及び薬

剤費の請求書（様式５号又は１６号の３）を当該医療機関等の窓口に速やかに提出してくださ

い。 

(4) 休業(補償)は、休業 4日目から支給の対象となります。なお、請求に際しては、休業の見込

み期間ではなく、実際に休業した期間について請求してください。 

 

≪労働者死傷病報告に係る留意事項≫ 

(1)  労働者死傷病報告は、労働安全衛生法に基づいて事業者に課せられた報告であり、事業者が

治療費や休業補償の費用を負担したときや年次有給休暇を取得したとき、また、自賠責保険や

任意保険を使用するときなどで、労災保険請求を行わない場合であっても、１日以上休業すれ

ば提出が必要となります。 

  なお、被災された方が事業者や労災保険の特別加入者である場合は、提出不要です。 

(2) 提出期日は、① 様式 23 号は「遅滞なく」、 

②様式 24 号は「四半期ごとに取りまとめて翌月末まで」となっています。 
          

                  例：1月～ 3 月発生分は 4月末まで  4 月～ 6 月発生分は 7月末まで  

この案内は、手続きの概要を記載したものですので、詳細については担当にお尋ねください。 

問合せ先：徳山労働基準監督署 電話番号 0834（21）1788 






